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公立中学校 14 校（16 名）― 品川区 3 校（3 名）、大田区 3 校（3 名）、杉並区 1 校（3 名）、八王
子市 3 校（3 名）、日野市 3 校（3 名）、西東京市 1 校（1 名） 
東京都立高等学校 3 校（4 名） 
私立中学高等学校 5 校（11 名）― 東京都内 4 校（10 名）、埼玉県内 1 校（1 名）、 
私立高等学校 4 校（6 名）― 東京都内 3 校（3 名）、埼玉県内 1 校（3 名） 
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合計 26 校（37 名）である。 
なお学生の配属先は、学生の住所を最優先に考え、その他の条件を若干加味して決定した。 





















 実習は早い学生で 4 月から、大部分は 5 月から、一部は 9 月以降から始まり、終了は一部で 7 月、
大多数は 10 月～12 月、一部は 1 月にずれ込んだ。例外として病気のため 3 月までかかった学生が
1 名いたが、ともかく 3 月の 2 年課程修了までに全員が学校実習の単位を修得することができた。 




注：１）開校後 2 年間は社会人経験者のみを入学させたが、平成 20 年から大学新卒も受け入れている。しかし
教員免許状を持っている条件は変更していない。 
２）日本教育学会の『教育学研究』で教育実習を正面から取り上げている論文はわずかに１編、柴田義松「教
育実習の改善とその位置づけ」（第 51 巻第 1 号―1984 年 3 月）にすぎない。その他では、『早稲田教
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表 6 実習ノートから導出した実習類型 
 記号 類型 内  容 
１Ａ 授業中心 実習生が正規の授業〔実習生が中心となるＴＴを含む〕を実施 
１Ｂ 授業補助中心 実習生が正規の授業の補助〔教員が行うＴＴの補助も含む〕を実施 
教育 
中心 
１ １Ｃ 教材作成中心 実習生が正規授業の教材作成や正規外の補習授業を実施 






２Ｃ 文書作成 文書作成、校内巡回、掃除などの業務〔生徒と共同で行う場合は２Ｂ〕） 
３Ａ 授業＋校務 １Ａと２（Ｂ～Ｃ）の混合 
３Ｂ 授業補助＋校務 １Ｂと２（Ｂ～Ｃ）の混合 
混合 
３ 




表 7 実習内容類型のプロッティング（大学院分類） 
Ａ ＮＹ１ ＦＮ ＳＴ ＩＨ ＨＴ ＭＴ ＭＫ ＴＳ 
Ｂ ＳＭ ＮＹ２ ＹＴ１ ＡＹ ＥＮ 
教育中心 
１ 
Ｃ ＹＨ１ ＴＪ 
Ａ （項目削除） 
Ｂ ＫＴ１ ＡＨ１ ＡＨ２ 
校務中心 
２ 
Ｃ ＩＡ ＹＨ２ ＭＥ ＫＨ ＭＹ  
Ａ ＫＴ２ ＵＨ ＩＹ ＮＹ３ ＴＨ ＯＭ ＫＴ３ 
Ｂ ＴＫ ＳＲ ＹＴ２ 
混合 
３ 
Ｃ ＨＮ ＮＨ ＹＫ ＹＳ 
（筆者作成） 
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（３）実習生及び実習校への聴き取り調査 
 前節における類型化が妥当なものかどうかを確かめるため、実習を終えた学生のうち 12 名、及
びその実習校の指導教員の聴き取り調査を試みた。12 名の選定に当たっては、全ての類型が含まれ
ること、可能な限り多くの事例を把握するため同一実習校からは原則として 1 名のみを対象とする
ことに留意した（1 校のみ例外）。表 7 からこの 12 名のみを抽出したものが表 8 である。 
 
表 8 聴き取り調査対象 12 名の本研究プロジェクトによる分類（大学院分類） 
Ａ ＭＫ 
















表 9 実習分類 
 大学院分類 本人分類 実習校分類 本人希望 
ＭＫ １Ａ １Ａ １Ａ ３ 
ＳＭ １Ｂ １Ｂ １Ｃ→１Ｂ ３Ｂ 
ＹＴ１ １Ｂ ３Ａ １Ｃ→１Ｂ ２ 
ＡＹ １Ｂ １Ｂ 不明 なし 
ＹＨ １Ｃ  ３Ａまたは３Ｂ  
ＫＴ１ ２Ｂ ２Ｂ ２(細分なし) １ 
ＡＨ１ ２Ｂ ３Ｂ ２(細分なし) ２ 
ＩＡ ２Ｃ ３Ａ ２Ｃ ３ 
ＵＨ ３Ａ ３Ａ 不明 ３ 
ＩＹ ３Ａ ３Ａ ３Ｂ→３Ａ ３Ａ 
ＳＲ ３Ｂ ３Ａ ３Ａ ２ 



































３．「学校実習」の検証 2―実習校と実習生の聴き取り調査 その１ 
 
（１）全体のまとめ 
  ①目的と方法 
    前述の通り実習ノートに記述された実習内容によって実習を類型化した。大学院側でのこ
の類型が、①実習生や実習校での評価（類型判断等）と一致するかどうか（類型の妥当性）
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    次のような方法で実習校と実習生の聴き取り調査を行った。 
   ・各類型に散らばるように実習生 12 人およびその実習生の実習校 8 校（聴き取り対象は校
長・教頭・実習指導教諭等）をサンプルとした。具体的には大学院分類で１－A が 1 人、
１－B が 3 人、１－C が 1 人（調査時点で実習が終了していなかったため実習生聴き取り
はできなかったが、この実習生の実習校の聴き取りはできた）２－B が 2 人、２－C が 1
人、３－A が 2 人、３－B が 1 人、３－C が 1 人である。 
   ・聴き取りは本研究の共同研究者 7 人で行い、その各まとめは 6 人が分担した。 
   ・聴き取りにあたった共同研究者間に重要な事項で漏れや差異等が生じないように、実習生
および実習校を個別の対象にした「聴き取り」実施要項（その内容は付録資料の通りであ
る）を作成し、これに準拠した。 
   ・聞き取り調査の結果、合計 19 枚のレジュメを回収した。この中には実習校での聴き取り
調査のない実習生 2 人分のレジュメが含まれている。 
   ・分析はこれらのレジュメを資料にカテゴリー化し、共同研究者間で議論した。 
  ②結果（表 9 参照） 
    各人別に大学院分類と「実習校分類」および「実習後本人結果分類」の一致度を見ると、
大学院分類と「実習校分類」「実習後本人結果分類」との三者が完全に一致するものは１のみ
である。 
    「実習後本人結果分類」は散らばりがあり、大学院分類と完全に一致したもの６、部分的
に一致したもの（小項目不一致あるいは時間的な変遷等あり）２、不一致であったもの３で
ある。 
    「実習校分類」と大学院分類との関係では完全に一致したもの１人、部分的に一致（上記
と同じく小項目不一致あるいは時間的な変遷等あり）したもの８人で、不一致 1 人であった。 
    「実習校分類」と「実習後本人結果分類」との組み合わせで見ると、完全に一致したもの
３、部分的に一致したもの(同じく小項目不一致あるいは時間的な変遷等あり）３、不一致の
もの３である。 
    「実習校分類」と「実習後本人結果分類」において大学院分類以外のカテゴリーを必要と
した実習生や実習校はなかった。 
    実習生の前職や「実習前本人希望分類」と「本人実習成果認知」、あるいは「実習校分類」
と「実習校成果認知」との関連は明確ではない。 
    なお、自由回答として聴取された事項は今後さらに細かいカテゴリー化が必要であるが、
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実習校側からは「実習目的・内容・方法」、実習生側からはこれに加えて「教師や学校の実態
（把握）」に関する記述が目に付く。各例を３つあげれば、次の通りである。 
  1) 実習校側から 
   ・学校実習の目的・目標を明確にして欲しい 
   ・実習期間が「教育実習」より長かったのはとても良かった。 
   ・即戦力として役立てて欲しいという大学院の切り込み方はよかった。 
  2) 実習生側から 
   ・学校全体の流れや構造が理解できた。 
   ・「教員免許もう持っているんでしょ」というふうに見てくれ、一人前の教師として扱ってく   
れた。 
   ・職員室で最初は警戒された。居場所がなく、生徒と深く関われなかった。 
  ③考察 
    本学では「学校における実習」がどのような内容を持つものか試行錯誤で模索してきた。
「学校における実習」としてどの内容が最適かは判然としないまでも、少なくとも本学で提
起した実習の分類化は一定程度の妥当性や信頼性を持つものと思われる。 











ム処理などを 1 年間受け持った。社会人経験はあるが、教職経験はなかった。 
②実習校   ：東京都多摩地区の市立中学校 
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⑤学校実習の実態と成果： 






























し、2 年次の 4 月から埼玉県内の私立高校で非常勤講師として授業を担当してお
り、それと並行して 6 月から学校実習が始まった。 
②実習校   ：東京都内の私立の共学高等学校 
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 （吉良 直） 
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３．「学校実習」の検証２－実習校と実習生の聴き取り調査 その３ 
 
















































３．「学校実習」の検証 2 ― 実習校と実習生の聴き取り調査 その４ 
 
（１）事例 4 
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に応じて提出される「公休届」（学校実習による公休は 3 日まで認めている）などになる。 
 「実習ノート」は 1 日 1 枚を基本とし、実習日数分のノートが担当部署である教務課に届けられ
る。週 1 日の原則 20 週以上の長期間に亘る実習が原則かつ主流であり、提出は実習日の次に大学
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⑤現在在学 2 年目に行っている学校実習を、学生の希望によっては 1 年目の後期から実施できるか
実習校の考え方も聴取し慎重に検討する必要がある。 










共同研究内容の構成は次の通りである（括弧内は担当執筆者名）            
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――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
Practice-based Report 
Report and Analysis of the First “School Practicum”  
at Japan Professional School of Education 
 
Kubota, Takeshi; Deguchi, Hideki; Ono, Seiichi; 
Kira, Naoshi; Ishizuka, Hideo; Nagai, Ayamasa; and Nakaoka, Takashi 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
This collaborative research study consists of report and analysis of an unprecedented 
“School Practicum” in Japan, which was designed for second-year graduate (master’s) students 
at Japan Professional School of Education (JPSE) during the academic year 2007-08.   
The School Practicum, as it is appropriate for JPSE--the first professional graduate school 
of teacher education--in Japan, was designed with the idea of developing a mutually beneficial 
practicum.  With this idea, students conducted various forms of School Practicum based on 
their own plans of practicum, deemed appropriate at their individual schools.  That is, the 
main idea was to get the practice students involved in as many tasks as possible, encompassing 
the entire school affairs, based on the needs of the schools, in contrast to the Education 
Practicum conducted as part of teacher education programs at the undergraduate level.  A few 
issues emerged during the first-year implementation with trial and error, but all students 
completed their school practicum, and accomplished the minimum original goal.   
In terms of analysis, the contents of the school practicum were classified into three types 
(the first type focused on learning, the second type focused on school affairs, and the third type 
with a mixture of the two), and the third type with mixture of learning and school affairs 
constituted the majority, and this type was demanded by the students as well.  This paper also 
contains the descriptions of interviews with selected students and schools that fall into three 
types of practicum.  As the number of participating students was small at 37, there is a need to 
continuously analyze the results of the School Practicum during the following years, but on the 
whole, schools and students were satisfied with the practicum. 
Key words: School Practicum, reciprocal practicum, internship, classification of practicum 
contents, analysis of practicum processes, practicum records 
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